
議第1395号
横浜国際港都建設計画下水道の変更
横浜公共下水道
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■位置図 33

第13号金沢工場
（ごみ焼却工場）
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4■現在の都市計画（用途地域） 4

（凡例）
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6■金沢水再生センター施設概要 6

昭和 54年 運転開始

水処理施設
卵形消化タンク 汚泥焼却炉
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7■汚泥処理のしくみと有効利用（金沢水再生センター） 7

現在の有効利用
(民間施設で製造）

園芸用培土
(ハマソイル)

ハマレンガ

過去の有効利用
（H16までセンター内で製造）

建設資材
（人工軽量骨材）

水処理施設

３ 都市環境の方針
3-1 低炭素型都市づくりの方針
(４)再生可能エネルギー・未利用エネルギーの普及・拡大
① 都市施設等への導入
下水道事業においては、焼却炉や発電機の燃料として、消化ガスの活用を推進すると

ともに、汚泥の燃料化、焼却工場で発生した電力の利用などを下水処理施設で進めます。

４ 主要な都市計画の決定の方針
(2-2) 下水道及び河川の都市計画の決定の方針

（ア）快適な水環境の保全・創造
下水道については、持続可能な水環境の保全に向けて、施設の更新に合わせた効率的

な下水処理施設の高度処理化や合流式下水道の改善によって、放流水質を向上する。
汚泥焼却炉や発電機の燃料として下水汚泥の処理過程で発生する消化ガスの活用、

下水汚泥の燃料化、汚泥資源化センター等に隣接するごみ焼却工場との資源・エネル
ギーの相互利用を推進する。

都市計画区域の整備､開発及び保全の方針 平成30(2018)年

横浜市都市マスタープラン 平成25(2013)年

燃料化を推進し、二酸化炭素の排出量を抑制
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焼却灰発生量※

平成27年度 平成28年度

約6,600 ｔ /年 約3,800 ｔ /年

約2,800t/年削減

※金沢水再生センター実績

水処理施設

汚泥
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濃 縮 消 化 脱 水 焼 却

温室効果ガス削減効果※

削減量（CO2換算） 既存焼却炉との比

約5,800 ｔ /年 約42％抑制

9■汚泥処理のしくみと有効利用（燃料化） 9

汚泥燃料化施設

炭化燃料

平成28年稼働

汚泥資源利用の多角化

●低炭素型都市づくりの方針
温室効果ガス削減に向けた取り組みの必要性
汚泥燃料化の推進

金沢水再生センターの区域から廃止

●汚泥資源利用の多角化による焼却灰発生量の減少
焼却灰は将来的にも安定して民間の搬出先を確保できる

●当該の汚泥焼却灰の有効利用施設用地を使用する見込み
がない

10■都市計画変更の理由 10

※廃止後は港湾局施設用地として利用予定

内訳 位置 備考

旧 金沢水再生センター
金沢区幸浦一丁目
金沢区幸浦二丁目

約253,800m2

新 金沢水再生センター 金沢区幸浦一丁目 約245,400m2

幸浦一丁目

幸浦二丁目

都市計画区域

廃止する都市計画区域

11■都市計画変更の内容 11

縦 覧 期 間
自 令和５(2023)年８月25日

至 令和５(2023)年９月８日

意 見 書 の 提 出 な し

12■都市計画法第17条に基づく縦覧 12


